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国際的な所得格差は依然として大きい。上位
一〇％に位置する国と下位一〇％に位置する国の労働生産性を比較すると、実に二二倍の格差が存在する。興味深いことに、労働生産性の格差は産業によって大きく異なっており、農業では労働生産性に四五倍もの格差が存在する一方、非農業で そ 格差が四倍にまで縮小する。相対的に貧しい国では農業に従事する人々が多いことを考えると、国際的な所得格差を決定づけているのは、農業における労働生産性 巨大な格差だということになる。　
なぜ農業にこれほどの生産性格差が存在する




違いは存在しないと想定している。これはもちろん、議論を際立たせるための便宜的な方法であり、現実がそうだと っているわけではな 。論文で想定する違いは、経済全体に関わ 一般的な生産性である。インフラや教育、法制度な
ど、どの産業にも等しく影響を与える要因を通じて、経済全体の生産性に違いが存在する状況を考えるのである。それではこの状況でなぜ、農業にとりわけ大きな労働生産性 格差が生じることになるのだろうか。　
論文の重要な仮定は二つある。一つは、所得






況を考えよう。このとき、いずれの産業の生産性も低く、所得水準もまた低い。したがって、消費の多くは生存のため 食料支出に向けられる。食料の相対価格は高くな 、こうした食料需要を満たすため 労働市場では多くの労働力が農業を行うことになる。しかし、農業に従事
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する膨大な労働力には、本来あまり農業に適性を持たない者も含まれている。この状況で農業を行っている者は、必ずしも農業に適性を持つ専門家の集まりではなく、その平均的な労働生産性は低くなる。　
次に、経済の一般的な生産性が上昇したとし
よう。このとき、いずれの産業の生産性 上昇し、所得水準もまた上昇す 。すると 需要の構成が非農業の財やサービスにシフトし始め、非農業の財の相対価格が上昇 。結果として労働市場では に従事する労働力が増加する。ここで肝心な点は、農業から非農業へ自ら移動する労働力は、 比較優位を持ち、農業外でより高い能力を発揮できる者だという点である。農業に適性を持たない者が去り、業に適性を持つ者が残る結果、 平均的な労働生産性は上昇する とになる。　
話を先進国と途上国の格差に戻そう。先進国







明できるか調べるため 論文では、アメリカの賃金データを用いて、人々の比較優位を規定する能力（農業と非農業）の分布を推計している。そして、途上国の人々の潜在的な のパターンが先進国と変わらないことを想定すそのうえで、経済全体 労働生産性の格差 現実のデータと一致するように、経済の一般的な生産性の格差（一九倍）を与えた。　
この設定のもとで、モデルの予測値を計算す





理想的な人材配置という意味で用いられることが多い。労働力の適材適所は、組織の生産性を上昇させるための手段である。これに対して、論文のメカニズムが示唆する因果関係はむ ろ反対に向いて 。経済 一般的な生産性が上昇することによって、 が促進され、労働生産性のさらなる上昇がもたらさるというものである。したがって、経済の基礎的なインフラや各種制度を整備す 政策は、その波及効果が想像以上に大きいといえるだろう。　
論文に関連するもう一つの重要な点は、経済
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